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第１章 総則 

 
１．１ 要求水準書の位置づけ 

本要求水準書は、第１期施設更新配水管整備事業（以下「本事業」という）を遂行するにあた

り、長幌上水道企業団（以下、「当企業団」という。）が、本事業の対象となる設計及び工事に要

求する水準（以下、「要求水準」という。）について示すものである。 

応募者は、要求水準を満たす限りにおいて、本事業に関し自由に提案を行うことができるもの

とする｡なお、当企業団は事業者を選定する審査条件として、要求水準書を用いる。また、事業

者は、本事業の事業期間にわたって要求水準を遵守しなければならない。当企業団による業務監

視により事業者が要求水準を達成できないことが確認された場合は、別に定める工事請負契約書、

業務委託契約書に基づき、対価の減額又は契約解除の措置がなされる。 

 
１．２ 用語の定義 

要求水準書で用いる用語を以下のとおり定義する。 
① 「事業者」とは、本事業の受注者をいう。 

② 「発注者」とは、企業長 伊藤 勉をいう。 

③ 「応募者」とは、代表企業及び特定共同企業体の構成企業をいう。 

④ 「代表企業」とは、応募の主体となる企業をいう。 

⑤ 「提案書類」とは、提案書及び見積書等をいう。 

⑥ 「提案書」とは、応募者が見積り時に提出した提案書をいう。 

⑦ 「設計企業」とは、設計を行う企業をいう。 

⑧ 「建設企業」とは、工事を行う企業をいう。 

⑨ 「地元企業」とは、工事を行う長沼町、南幌町に本社（本店）・支店を置く企業をいう。 

⑩ 「本事業」とは、第１期施設更新配水管整備事業いう。 

⑪ 「年度」とは、４月１日から始まり翌年の３月３１日に終了する一年をいう。 

⑫ 「法令」とは、法律・政令・省令・条例・規則、若しくは通達・行政指導・ガイドライン、

又は裁判所の判決・決定・命令・仲裁判断、その他公的機関の定める一切の規程・判断・

措置等をいう。 

⑬ 「遵守」とは、記載された法制度等に従うことをいう。 

⑭ 「準拠」とは、記載された基準等に原則従うことをいう。 

⑮ 「確認」とは、事業者より提出された資料により、要求水準書や提案書などに適合してい

るかどうかを当企業団が確かめることをいう。なお、確認できない場合は、当企業団は、

資料の修正若しくは、追加資料の提出を求めることができる。 

⑯ 「承諾」とは、書面で申し出た必要な事項について、当企業団が書面により同意すること

をいう。 

⑰ 「指示」とは、行為について指図することをいう。事業者は当企業団の指示に従わなけれ

ばならない 
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第２章 一般事項 

 
２．１ 本事業の概要 

１） 事業の目的 
本事業は、配水ブロックの見直しに伴う配水管網の増強及び、耐震継手を有しておらず漏水

被害も顕著な配水管路の更新・耐震化に取り組むものである。 

 

２） 事業名称 
第１期施設更新配水管整備事業 

 

３） 事業箇所 
マオイの丘系配水管：長沼町東４線南１号から東１線北２号 

第２浄水場系配水管：南幌町南１１線～南１２線 

 

４） 事業主体 
長幌上水道企業団 企業長 伊藤 勉 
 

５） 事業方式 
本事業は、提案書に基づいた設計・施工を一括して発注するＤＢ（Design Build）方式で実

施する。 

 

６） 選定方式 
本事業は、本対象路線に関する設計・施工に係る技術提案を公募し、民間事業者の新技術な

どの活用、創意工夫や多様な技術提案の審査を行い、最も優れていると認められたものを特定

する「公募型プロポーザル方式」で実施する。 

 

７） 契約方式 
公募型プロポーザル方式で選定された最優秀提案者を本事業の受託者として特定した者（以下

「特定者」という。）に決定し、特定者と基本契約を締結したうえで、設計業務委託契約及び工

事請負契約を段階的に締結する多段契約方式により実施する。 
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２．２ 対象施設 
１） 施設概要 

本事業の対象施設は、表２-１に示すとおりである。 

 

表２-１ 施設概要 

種別 マオイの丘系配水管 第２浄水場系配水管 
新設 布設替え 

口径 φ150mm φ100mm 
管種 耐震管注１） 耐震管注１） 

工種 単位 概算設計数量注２）注３） 
開削工 ｍ 3,300 1,100 
道路横断 箇所 7 2 

注１）水道施設耐震工法指針・解説（公益社団法人 日本水道協会）に基づくレベル２地震に耐えうる管のうち、ダク

タイル鋳鉄管（ＧＸ形）または水道配水用ポリエチレン管とする。 

注２）数量は概算値であり、本事業で実施する設計・工事業務において確定する。 

注３）給水管の接続、及び既設管撤去を含む。 

 

２） 管路の起点・終点・取り合い 
本事業での起点・終点・分岐管は、表２－２に示すとおりである。 

 
 

表２-２ 管路の起点・終点・取り合い 

種別 マオイの丘系配水管 第２浄水場系配水管 
起点部 ダクタイル鋳鉄管・φ200mm 塩化ビニル管・φ100mm 
終点部 塩化ビニル管・φ100mm 塩化ビニル管・φ75mm 
分岐管 塩化ビニル管・φ100mm×２箇所 

塩化ビニル管・φ75mm×１箇所 
塩化ビニル管・φ75mm×１箇所 

注４）上記は見込であり、本事業で実施する設計・工事業務において確定する。 
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２．３ 業務範囲 
事業者が行う業務範囲は、対象施設の設計及び工事であり、その概要は表２-３に示すとおり

である。 

 
表２-３ 事業者が行う業務範囲の概要 

区 分 業 務 備 考 

調 査 測量調査 設計施工に必要な部分の測量調査 

地質調査 設計施工に必要な部分の地質及び埋設物調査 

設 計 詳細設計業務 調査業務の結果や基本設計業務の成果等を参考

に、必要に応じて提案内容を見直し、対象施設の

詳細設計を行う。また、設計図書の作成を行う。 

設計に伴う各種申請等の支援 
業務 

各種申請等の手続きに必要な関係機関との協議、

申請書類等の作成支援を行う。 

工 事 工事業務 表 ２-１に示す対象施設の工事及び工事現場管

理を行う。 

工事に必要となる試掘調査、家屋調査を含む。 
工事に伴う各種許認可等の申 
請業務 

各種許認可等の手続きに必要な関係機関との協

議、書類作成等を行い、申請して許可を受ける。 

出来高精算業務 
工事の出来高精算に係る資料の作成を行う。 

 

 

２．４ 事業期間 
令和１０年２月２９日まで 
※ただし、詳細設計業務は各年度の工事の契約に必要な時期までに、工事契約に必要となる成果

物を提出し、令和９年度工事分の成果は令和９年３月１７日までに完了すること。 
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第３章 業務仕様 

 
３．１ 関係法令及び基準・仕様等 

本事業の実施にあたっては、次の関係法令等を遵守すること。 

１） 関係法令 
ア 水道法（昭和 32 年法律第 177 号） 
イ 河川法（昭和 39 年法律第 167 号） 
ウ 水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号） 
エ 道路法（昭和 27 年法律第 180 号） 
オ 道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号） 
カ 消防法（昭和 23 年法律第 186 号） 
キ 下水道法（昭和 33 年法律第 79 号） 
ク 大気汚染防止法（昭和 43 年法律第 97 号） 
ケ 土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号） 
コ 騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号） 
サ 振動規制法（昭和 51 年法律第 64 号） 
シ 悪臭防止法（昭和 46 年法律第 91 号） 
ス 計量法（平成４年法律第 51 号） 
セ 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号） 
ソ 労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号） 
タ 労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号） 
チ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和 60 年法

律第 88 号） 
ツ 毒物及び劇物取締法（昭和 25 年法律第 303 号） 
テ 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年法律第 100 号） 
ト 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104 号） 
ナ 資源の有効な利用の促進に関する法律（リサイクル法）（平成３年法律第 48 号） 
ニ エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネルギー法）（昭和 54 年法律第 49 号） 
ヌ 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号） 
ネ 製造物責任法（平成６年法律第 85 号） 
ノ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号） 
ハ その他本事業に関連する法令 
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２） 要綱・各種基準等 
本事業で適用する技術基準、指針等は以下のとおりであり、最新版を適用するものとする。た

だし、同等の性能を確保した場合はこの限りでなく、その他関係する要綱や各種基準等があれば

それを適用するものとする。また、仕様書等に定めのないものは当企業団の確認を要する。 
ア 水道施設設計指針（公益社団法人 日本水道協会） 
イ 水道施設耐震工法指針・解説（公益社団法人 日本水道協会） 
ウ 水道維持管理指針（公益社団法人 日本水道協会） 
エ 建設機械施工安全技術指針（国土交通省） 
オ 土木工事安全施工技術指針（国土交通省） 
カ 建設工事公衆災害防止対策要綱（国土交通省） 
キ 建設副産物適正処理推進要綱（国土交通省） 
ク その他の関連要綱・各種基準等 

 
３） 仕様書等 

ア 水道事業実務必携（全国簡易水道協議会） 
イ 水道工事標準仕様書（公益社団法人 日本水道協会） 
ウ 北海道土木工事共通仕様書 
エ 北海道設計業務共通仕様書 
オ 水道施設設計業務委託標準仕様書（公益社団法人 日本水道協会） 
カ 日本ダクタイル鉄管協会技術資料（一般社団法人 日本ダクタイル鉄管協会） 
キ 日本水道鋼管協会技術資料（日本水道鋼管協会） 
ク 水道工事仕様書（長幌上水道企業団） 
ケ 給水装置工事設計施工指針（長幌上水道企業団） 

 
４） 積算基準 

ア 水道施設整備費に係る歩掛表（厚生労働省） 

イ 土木工事標準積算基準書（国土交通省） 

ウ 下水道用設計標準歩掛表（公益社団法人 日本下水道協会） 

エ 推進工法用設計積算要領（公益社団法人 日本推進技術協会） 

オ 工業用水道工事設計標準歩掛表（一般社団法人 日本工業用水協会） 

カ その他関係する積算基準等 

 

５） 各許可申請・届出等 
本工事に関連する関係機関への各許可申請及び届出等のうち、現時点で想定されるものは表

３-１のとおりである。事業者は事業工程を踏まえたうえで、必要な資料を作成し、当企業団

又は表 ３-１の関係機関へ提出すること。また、本表に記載のない申請等についても、本事業

の遂行に必要であるものは事業者が申請等を行うこと。 

なお、事業者は関係機関へ提出した書類の写しを当企業団へ提出すること。 
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表３-１ 各種届出等一覧 

区 分 申請・届出の名称 提 出 先 備考 

道路 
 

道路占用許可申請等 

（国道） 
札幌開発建設部千歳道路事務所 

 

（長沼町道） 
長沼町都市整備課 

 

（南幌町道） 
南幌町都市整備課 

 

（警察） 
北海道警接札幌方面栗山警察署 

 

農業用水路  
 

ながぬま土地改良区  

河川 
 

河川占用許可申請 
 

（長沼町普通河川） 
長沼町都市整備課 

 

鉄道軌道等 
 

近接協議 無し  

その他必要とな

る書類 
   

 

３．２ 一般事項 
１） 設計業務 
ア） 基本事項 
（１） 業務の対象 

事業者は、要求水準書に規定した仕様又は同等以上の仕様を提案し設計を行い、設計図書を

作成するものとする。 

（２） 業務の範囲 

事業者は、設計業務の遂行に当たり、当企業団と協議のうえ進めるものとし、その内容につ

いて、その都度書面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認する。事業者は、当企業団に対し、

業務の進捗状況を定期的に報告するものとする。当企業団は、業務の進捗状況及び内容につい

て、随時確認できるものとする。当企業団が設計内容に関する説明を行う場合、当企業団の要

請に応じて説明用資料を作成するとともに、必要に応じて説明に協力するものとする。 

（３） 費用の負担 

本業務の検査等に伴う必要な費用は、原則として事業者の負担とする。 

（４） 秘密の保持 

事業者は、業務上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。また、契約期間終了後も同様

とする。 

（５） 公益確保の責務 

事業者は、業務を行うにあたっては、公共の安全、環境の保全、その他の公益を害すること
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の無いように努めなければならない。 

（６） 適用基準 

本業務を行うにあたっては、「３.１関係法令及び基準・仕様等」を適用するものとする。な

お、いずれも設計時点において最新の版を用いるものとし、本事業期間中に改訂された場合は、

改訂内容への対応等について協議を行うものとする。 

（７） 技術者の配置 

設計企業は、応募資格審査に関する提出書類に記載した管理技術者、照査技術者及び担当技

術者を配置すること。 

 

イ） 調査 
（１） 資料の収集 

設計施工に必要な地下埋設物調査及びその他の支障物件（電柱、架空線等）については、関

係官公署・企業者等において将来計画を含め十分調査すること。 

（２） 現地踏査 

本事業の設計対象範囲において踏査し、地勢、土地利用、排水区界、道路状況、水路状況等

現地を十分に把握すること。 

（３） 地下埋設物調査 

本業務の設計対象範囲において、地下埋設物の種類、位置、形状、深さ、構造等を当企業団

及び企業者等が有する資料と照合し、確認すること。 

（４） 公私道調査 

道路、水路等について公図並びに土地台帳により調査確認すること。 

（５） 測量調査 

配水管設計及び占用申請に必要となる測量を行うものとする。 

（６） 地質調査 

道路・河川等の横断設計に必要となる地質及び埋設物調査を行うものとする。 

（７） 参考資料の貸与 

当企業団は、本事業に必要な関係資料等を貸与する。 

 

ウ） 設計計画 
（１） 計画ルートの照査を行い、ルートを変更する必要性が生じた場合は、変更ルートの検討を

行い、当企業団と協議のうえルートを確定すること。 

（２） 設計条件の設定、設計路線の工法比較、構造計画、仮設比較、施工計画等の検討を行うこ

と。 

 

エ） 各種計算 
管厚、一体化長、構造計算、仮設計算、補助工法等の計算にあたっては、事業者がその方法

を提案するものとし、当企業団と協議のうえ、計算方針を定めること。 
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オ） 設計図作成 
主要な設計は、下記により作成し、図面完成時には当企業団の承諾を受けること。 

（１） 位置図は、地形図に設計箇所を記入すること。 

（２） 平面図は、測量による平面図等に基づいて、管路の占用位置、弁類、排水管及び管種、口

径、延長並びに管路の名称等を記入すること。 

（３） 詳細平面図は、主要な地下埋設物錯綜箇所、重要構造物近接箇所及び河川、横断箇所等、

特に詳細図を必要とする箇所について作成するほか、当企業団が指示する場合に作成す

ること。 

（４） 縦断面図は、管路の占用位置、平面図との対照番号、管種、口径、勾配、区間距離、地盤

高、管底高、土被り、管路の名称及び河川、国道等の位置と名称、主要な地下埋設物の名

称、位置、形状、寸法等を記入すること。 

（５） 横断面図は、管路の占用位置、平面図との対照番号、管種、口径、管路の名称及び主要な

地下埋設物の名称、位置、形状、寸法等及び離隔寸法等を記入すること。 

（６） 配管図は、直管、異形管、弁類等を管割図として記載するとともに、管種、口径、延長、

管材等の名称等を記入すること。 

（７） 構造図は、特殊な布設構造図、弁室、排水枡、防護コンクリート、水管橋等、特に構造図

を必要とするものについて作成すること。 

（８） 仮設図は、構造図と同一記号を用いて作成すること。設計図には、掘削幅、長さ、深さ、

地盤高、床掘高及び使用する材料の位置、名称、形状、寸法、他の地下埋設物防護工並び

に補助工法の範囲、名称等を記入すること。 

 

カ） 数量計算 
配管、土工、舗装、構造物、仮設、補助工法等の材料別に数量を算出する。数量の算出にあ

たっては、３.１.４）の積算基準等に基づくものとする。 

 

キ） 設計書作成 
数量計算及び３.１.４）の積算基準等に基づき、設計書（金入）を作成するとともに、その

根拠となる積算資料を作成し、とりまとめる。 

 

ク） 報告書 
設計条件、地盤条件、埋設物状況、設計計画、施工方法、仮設方法、各種計算等の検討内容

をとりまとめる。 

 

ケ） 照査 
事業者は、技術資料等の諸情報を活用し、十分な比較検討を行うことにより、業務の品質確保

に努めるとともに、設計図書に誤りがないよう照査を実施し、照査報告書を作成する。照査報告

書の作成にあたっては、事前に照査計画書を当企業団に提出し確認を得るものとする。 
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コ） 手続書類の提出 
事業者は、設計業務の実施に際し、以下の書類を当企業団に提出し確認を得るものとする。 

① 委託業務着手届 

② 工程表 

③ 管理技術者届及び経歴書 

④ 照査技術者届及び経歴書 

⑤ 業務計画書 

⑥ 委託業務完了届 

⑦ 納品書 

 

サ） 設計図書の提出 
事業者は、当企業団の確認を受けた後、設計図書を提出するものとする。 

① 調査報告書    Ａ４版：１部 

② 詳細設計図書   Ａ４版：１部 

③ 詳細設計図    Ａ３版（縮小版）：１部 

④ 打合せ議事録   Ａ４版：１部 

⑤ その他資料（データ一式） 

なお、様式・書式については、事前に当企業団の承諾を得るものとする 

 

表 ３-２ 提出する図書 
内容 

測量調査 測量成果簿（基準点、水準点、ＩＰ、中心線、仮ＢＭ、縦断、横

断、細部測量）、測量図 
地質調査 地質調査報告書 

 
設計図書 検討書、構造計算書、数量計算書、設計書（金入り） 

 
設計図 図面目録、現況平面図、平面図、縦断図、横断図、配管図、詳細

図、構造図、配筋図、土工図、仮設図、標準図、復旧図、その他

必要なもの一式 
 

シ） 完成検査等 
出来高検査、完成検査は、以下に基づき実施すること。 

（１） 出来高検査 

(ア) 部分払いの請求を行った場合は、出来高検査を受けること。 

(イ) 部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受ける前に設計の出来形に関する資料を作

成し、当企業団に提出すること。 

(ウ) 出来高検査は、当企業団及び代表企業の臨場のうえ、工事目的物を対象とした設計の出
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来形に関する資料の検査を行うものとする。 

（２） 完成検査 

(ア) 事業者は、工事目的物を対象とした設計の完成検査の要件を満たした業務完了届を当企

業団に提出すること。 

① 要求水準書等に示されるすべての業務が完成し、成果品を納入していること。 

② 契約変更を行う必要が生じた業務においては、最終変更契約を当企業団と締結してい

ること。 

(イ) 完成検査は、当企業団及び代表企業の臨場のうえ、工事目的物を対象とした設計の成果

品の検査を行うものとする。 

 

ス） 留意事項 
占用協議の申請に必要な検討、計算、図書の作成、事前協議等は当企業団に確認したうえで、

事業工程を踏まえて必要な時期までに事業者が提出すること。 

また本事業を実施する上で必要な関連業務については、事業者の責任をもって対応すること。 
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２） 工事業務 
ア） 工事施工の対象 

事業者は、自らが設計した内容に基づき、管路等の工事を行うものとする。 

 

イ） 工事施工の範囲 
（１） 事業者は、工事を自己の責任において施工するものとする。 

（２） 工事の施工にあたり、必要となる工事説明会、準備調査（家屋調査、試掘調査等）などの

近隣住民との対応・調整については、当企業団と協議のうえ、行うものとする。 

（３） 仮設、施工方法等、工事を行うために必要な一切の業務手段については、事業者が自己の

責任において行うものとする。 

（４） 工事の施工に伴う工事用電力や現場事務所、作業ヤード等の土地使用に伴う費用につい

ては事業者の負担とする。 

（５） 事業者は、当企業団と協議のうえ、工事着手前に工期を明示した施工計画書（工事全体工

程表を含む）を作成し、当企業団に提出するものとする。 

（６） 事業者は、上記の工事全体工程表記載の日程に従い、工事に着手し、工事を施工するもの

とする。 

（７） 事業者は、工事期間中、現場事務所に工事記録を常備するものとする。 

（８） 事業者は、当企業団に対し、現場代理人等を通じて工事の進捗状況を定期的に報告するも

のとし、当企業団は、工事の進捗状況及び内容について、随時事業者に確認できるものと

する。 

（９） 事業者は、当企業団が発注したその他の工事との調整を率先して行い、その他の工事の円

滑な施工に協力すること。 

（１０） 事業者は、周辺環境に影響を及ぼさないよう配慮し、工事に起因した苦情等は、速やかに

対応し、当企業団へ報告すること。 

（１１） 事業者は、発生する残土、廃材等を適切に処分すること。処分先については、当企業団と

調整のうえ決定すること。 

 

ウ） 適用基準 
本業務を行うにあたっては、「３.１ 関係法令及び基準・仕様等」を適用するものとする。な

お、いずれも工事施工時点において最新の版を用いるものとし、本事業期間中に改訂された場

合は、改訂内容への対応等について協議を行うものとする。 

 

エ） 工事関係書類の提出 
【着工時】 

 工事着手届 

 実施工程表 

 現場代理人及び主任（監理）技術者等届 

 建設業退職金共済制度証紙購入確認書等 
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 建設業労災補償共済当加入確認書 

 労働保険加入確認書 

 施工計画書 

 使用材料承認願い 

 施工体系図 

 施工体制台帳 

 コリンズ登録内容確認書（業務着手時） 

【施工中】 

 各種試験結果報告書 

 各種出荷証明 

 工事履行報告書 

 工事打合せ簿（打合わせの都度） 

 確認・立会願 

 段階確認書 

 工事日報、工事週報、工事月報 

 コリンズ登録内容確認書（代理人等の変更が生じた都度） 

【完成時】 

 工事完成届 

 完成図書（出来形管理図表、品質管理図表） 

 工事写真 

 各種検査試験報告書 

 建設副産物処理報告書マニフェスト Ｄ 票（写し） 

 竣工図 

 安全訓練等の実施報告書 

 建設業退職金共済制度証紙受払簿 

 コリンズ登録内容確認書（業務完了時） 

 

その他、法令等に基づき必要とする書類や当企業団が必要とする書類の提出を求めることが

ある。工事に係る各段階で必要となる官公庁等への届出、申請、手続き書類は、当企業団と協

議のうえ、互いに協力し作成する。 

 

オ） 出来高精算業務 
事業者は、原則として年度ごとに、出来高精算に係る変更設計図書（変更箇所を示した図、 

竣工図、出来高数量計算書、変更設計書（金入・金抜）、積算資料等）を作成すること。 
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カ） 完成検査等 
中間検査、出来高検査、完成検査は、以下に基づき実施すること。 

（１） 中間検査 

(ア) 各年度の本工事の進捗率が概ね 50％の段階で中間検査を実施することができる。 

(イ) 各年度の完成検査、出来高検査前において、重要構造物等の不可視部分の検査を実施

することができる。 

（２） 出来高検査 

(ア) 事業者は、部分払いの請求を行った場合は、出来高検査を受けること。 

(イ) 事業者は、部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受ける前に工事の出来高に関

する資料（変更設計書含む）を作成し、当企業団に提出すること。 

(ウ) 出来高検査は、当企業団及び代表企業の臨場のうえ、工事目的物を対象として工事の

出来形に関する資料と対比し、以下に掲げる検査を行うものとする。 

① 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ等 

② 工事管理状況に関する書類、記録及び写真等 

(エ) 当企業団が修補の必要が有ると認め、期限を定めて修補の指示を行う場合、事業者の

負担で、これに応じること。 

（３） 完成検査 

(ア) 事業者は、工事完成検査の要件を満たした工事完成届を当企業団に提出すること。 

① 設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成していること。 

② 当企業団が修補その他必要な措置を取ることを請求したとき、当企業団の請求した措置

が完了していること。 

③ 設計図書により義務付けられた工事写真、完成図書、工事完成図等の資料の整備がすべ

て完了していること。 

④ 契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を当企業団と締結している

こと。 

(イ) 完成検査は、当企業団及び代表企業の臨場のうえ、工事目的物を対象として契約図書

と対比し、以下に掲げる検査を行うものとする。 

① 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ等 

② 工事管理状況に関する書類、記録及び写真等 

（４） 当企業団が修補の必要が有ると認め、期限を定めて修補の指示を行う場合、事業者の負担

で、これに応ずるものとし、その指示の日から修補完了の確認の日までの期間は、契約書

に規定する期間に含めないものとする。 

 

キ） 作業日及び作業時間について 
（１） 工事は、原則昼間作業とし、通勤通学時間帯の作業は避けること。 

（２） 夜間、日曜日及び「国民の祝日に関する法律」（昭和 23年法律第 178 号）に規定する休日

に工事を施工する場合は、当企業団と事前に協議すること。 
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（３） 事業者は、農地（水田等）に隣接し、かつ農作業者の通行等に支障が生じる場所では、地

元関係者の同意を得て作業を行うこと。 

 

ク） 工事の周知について 
工事着手前に必ず施工方法等について、地元住民及び関係機関に説明し、施工すること。 

 

ケ） 施工中の安全確保及び環境保全について 
（１） 関係法令等によるほか、「建設工事公衆災害防止対策要綱」及び「建設副産物適正処理推

進要綱」に従い、工事の施工に伴う災害の防止及び環境の保全を行うこと。また、工事に

伴い発生する廃棄物は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「建設工事に係る資源

化等に関する法律」を遵守すること。 

（２） 施工中の安全確保に関しては、「土木工事安全施工技術指針」及び「建設機械施工安全技

術指針」を参考に、常に工事の安全に留意して現場管理を行うこと。 

（３） 「建設工事に伴う騒音振動対策技術指針」に基づき、「低騒音型・低振動型建設機械の指

定に関する規定」に指定された低騒音型建設機械を使用すること。 

（４） 工事施工の各段階において、騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の影響が生じないよう、

周辺環境の保全に努め、各種規制規準等を遵守すること。 

 

コ） 安全対策等について 
（１） 保育園及び小・中学校の通学路等になっている路線の工事を施工する際には、事前に関係

機関と協議し、安全確保に努めること。 

（２） 通行者及び一般車両はもとより、高齢者、障害者等への危険防止や安全性の確保につい

て、十分な対策を講ずること。 

（３） 工事材料及び土砂等の搬送計画並びに通行経路の選定その他車両の通行に関する事項に

ついて、関係機関と十分協議のうえ、交通安全管理を行うこと。 

（４） 既存部分に汚染又は損傷を与える恐れのある場合は養生を行うこと。万一損傷等を与え

た場合は、事業者の責任において速やかに修復等の処置を行うこと。また、本事業の工事

により給水に支障を生じさせた場合は、当企業団に復旧計画書を提出し、その承諾を得た

上で、事業者の負担により速やかに復旧すること。 

（５） 安全教育及び安全訓練等を月１回、半日以上実施し、その記録を書類等で整備すること。

また、新規入場者には現場状況を反映した安全教育を行うこと。 

 

サ） 災害時の安全確保について 
災害及び事故が発生した場合は、人命の安全確保を優先するとともに、二次災害の防止に

努め、その経緯を当日中に当企業団に報告すること。 

 

シ） 保険 
事業者は、工事を適正に遂行するにあたり、各種保険等に加入した場合は、工事着手前に保
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険契約を締結したことを証明する書面（証紙等）の写しを当企業団に提出すること。 

 

ス） 近隣対策 
（１） 事業者は、自己の責任において、近隣住民の生活環境が受ける影響を検討、合理的な範囲

の近隣対策を実施すること。 

（２） 施工方法、工程計画は近隣及び工事に際し、影響がある関係機関等に対し事前に周知する

こと。 

（３） 事業者は、近隣への対応について、事前及び事後にその内容及び結果を当企業団に報告す

ること。 

 

セ） 工事実績情報の登録 
事業者は、工事実績情報として「工事カルテ」を作成、登録の上、当企業団に提出すること。 

 

ソ） 施工体制台帳に係る書類について 
「建設業法」第 24 条の７第１項及び「建設業法施行規則」第 14 条の２に基づき、施工

体制台帳に係る書類及び工事作業所災害防止協議会兼施工体系図を作成し、その写しを発注

者に提出すること。 

 

タ） 施工体制の点検 
「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」第 15 条第３項により、当企業

団は施工体制について点検を求めることがある。 

 

チ） 労働福祉の改善等について 
建設労働者の確保を図ること並びに労働災害の防止、適正な賃金の確保、退職金制度及び

各種保険制度への加入等労働福祉の改善を行うこと。 

 

ツ） 環境物品等の調達の推進について 
建設工事等に用いる資機材等は、「グリーン購入法」に基づく「環境物品等の調達の推進に

関する基本方針」の特定調達品目を使用するものとし、国土交通省における「環境物品等の調

達の推進を図るための方針（調達方針）」に沿って、環境への負荷の少ない物品等の調達を行

うこと。ただし、要求水準書において示されたものは除く。 

 

テ） その他 
（１） 「建設リサイクル法」に定める規模の「対象建設工事」に該当しない場合においても、特

定建設資材の分別解体等及び再資源化等の実施にあたっては、建設リサイクル法に準じ

適正な措置を講ずること。 

（２） 建設労働者の福祉向上及び企業経営の安定のため、建設業労災保険制度の加入について

配慮すること。 
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（３） 建設労働者の確保及び適正な労賃の維持等による労働条件の改善を図るとともに、労働

災害の防止に特段の注意を払うよう努めること。 

（４） 建設企業及び地元企業は、応募資格審査に関する提出書類に記載した建設業法第 26条に

定める主任技術者又は監理技術者について、適切な資格、技術力等を有する者（工事現場

に常駐して、専らその職務に従事する者で、建設企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

るものに限る。）を専任で配置すること。 

（５） 建設企業は、応募資格審査に関する提出書類に記載した建設業法第２６条に定める監理

技術者のうち、当該事業工事に係る建設業が特定建設業である場合の監理技術者は、建設

業法第 １５ 条第２号イに該当する者又は同号ハの規定により国土交通大臣が同号イに掲

げる者と同等以上の能力を有するものと認定した者で、監理技術者資格者証の交付を受

けている者を専任で配置すること。この場合において、当企業団から請求があったとき

は、資格者証を提示すること。 

 

ト） 工程管理及び施工管理 
（１） 事業者は、工事の進捗状況を管理・記録・把握するとともに、工事の進捗状況について当

企業団に報告すること。当該報告を踏まえ、当企業団が行う進捗状況の確認に協力するこ

と。 

（２） 事業者は、本工事対象施設が詳細設計図書に適合するように施設の質の向上に努め、当企

業団に対する工事施工の事前説明及び事後報告並びに工事現場での施工状況の説明を行

うこと。 

（３） 事業者は、当企業団に工事の進捗状況を毎月報告すること。 

 

ナ） 施工図等の提出 
事業者は、本工事の施工にあたり、仕様書、製作図、施工図、計算書、施工計画書、施工要

領書及び検討書等を作成し、各施工の段階前に当企業団に提出して確認を受けること。 

 

ニ） 検査対応 
事業者は、工事を完成したときは、その旨を当企業団に通知し、当企業団は、速やかに検査

を行うものとする。 

事業者は、当企業団の検査に合格したときは、当企業団の指示に従い、建設目的物の引渡し

を行う。 
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３．３ 契約不適合責任 
検査終了後、事業者はその結果に基づき当企業団に施設の引き渡しを行う。この場合の契

約不適合責任の内容・条件は下記のとおりとする。 

 

１） 設計業務の契約不適合責任 
ア） 当企業団は、引き渡された成果品が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以

下「契約不適合」という。）であるときは、事業者に対し、成果品の修補又は代替物の引渡し

による履行の追完を請求することができる。 
イ） 前項の場合において、事業者は、当企業団に不相当な負担を課するものでないときは、事業

者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 
ウ） ア）の場合において、当企業団が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に

履行の追完がないときは、当企業団は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求すること

ができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金

の減額を請求することができる。 
⑴ 履行の追完が不能であるとき。 
⑵ 事業者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
⑶ 成果品の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなけ

れば契約をした目的を達することができない場合において、事業者が履行の追完をしな

いでその時期を経過したとき。 
⑷ 前３号に掲げる場合のほか、当企業団がこの項の規定による催告をしても履行の追完を

受ける見込みがないことが明らかであるとき。 
 

２） 工事業務の契約不適合責任 
ア） 当企業団は、引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約不適合であるときは、事

業者に対し、目的物の修補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。た

だし、その履行の追完に過分の費用を要するときは、当企業団は履行の追完を請求することが

できない。 
イ） 前項の場合において、事業者は、当企業団に不相当な負担を課するものでないときは、事業

者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 
ウ） ア）の場合において、当企業団が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に

履行の追完がないときは、当企業団は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求すること

ができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金

の減額を請求することができる。 
⑴ 履行の追完が不能であるとき。 
⑵ 事業者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
⑶ 工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行し

なければ契約をした目的を達することができない場合において、事業者が履行の追完を

しないでその時期を経過したとき。 
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⑷ 前３号に掲げる場合のほか、当企業団がこの項の規定による催告をしても履行の追完を

受ける見込みがないことが明らかであるとき。 
 

３） 契約不適合責任の期間 
ア） 当企業団は、設計業務では引き渡された成果品の引渡しを受けた日から当該成果品に係る工

事完成後２年以内、工事業務では工事目的物に関し、引渡しを受けた日から２年以内でなけれ

ば、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約

の解除（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。ただし、この場合

にあっても、設計業務の成果品の引渡し時から 10 年間を超えては、請求等を行えない。 
イ） 前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、当企業団

が検査して直ちにその履行の追完を請求しなければ、事業者はその責任を負わない。ただし、

当該検査において一般的な注意の下で発見できなかった契約不適合については、引渡しを受

けた日から１年が経過する日まで請求等をすることができる。 
ウ） イ）の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の

根拠を示して、事業者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 
エ） 当企業団がア）又はイ）に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下「契約不適

合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を事業者に通知した場合において、

当企業団が通知から１年が経過する日までに前項に規定する方法による請求等をしたときは、

契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。 
オ） 当企業団は、ア）又はイ）の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に

関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができ

る。 
カ） 前各項の規定は、契約不適合が事業者の故意又は重過失により生じたものであるときには適

用せず、契約不適合に関する事業者の責任については、民法の定めるところによる。 
キ） 民法第 637 条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 
ク） 当企業団は、成果品及び工事目的物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、

ア）の規定にかかわらず、直ちにその旨を事業者に通知しなければ、当該契約不適合に関する

請求等をすることはできない。ただし、事業者がその契約不適合があることを知っていたとき

は、この限りでない。 
ケ） 引き渡された成果品及び工事目的物の契約不適合が支給材料の性質・貸与品等の性状により

生じたものであるとき又は当企業団若しくは工事監督員の指示により生じたものであるとき

は、当企業団は、当該契約不適合を理由として、請求等をすることができない。ただし、事業

者がその材料又は指示の不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この

限りでない。 
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第４章 本業務に関する要求水準 

 
４．１ 要求水準における基本的な考え方 

基本的事項に関する要件は、それを規定した仕様に基づき、設計図書を作成するものとする。

一方、性能に関する要件は、それを規定した仕様又は同等以上の水準の仕様を提案し設計を行い、

設計図書を作成するものとし、原則、提案に基づく内容については、設計変更の対象とはしない。 

 

４．２ 基本的事項に関する要件 
１） 一般事項 
ア） 管路の設計水圧は、動水圧に水撃圧を加えたとする（ただし 0.75MPa 以上）。 
イ） 工事にあたっては、通行者の安全性及び利便性を十分確保するとともに、騒音、振動等によ

る環境への悪影響を防止するため、工事期間や時間、施工方法（工事に必要な仮設設備の設置

場所も含む）等について十分に当企業団と協議の上、実施すること。 
ウ） 工事は、安全かつ周辺環境に与える影響を抑えた工法を採用すること。特に、土砂崩壊、騒

音、振動等による建物、門、塀等の被害、井戸の枯渇等の補償事案が生じないように仮設、施

工計画等において万全な対策を実施すること。 
エ） 既設管等への接続及び切替工事については、切替作業計画書を作成し、当企業団の確認を得

たうえで実施すること。また、切替に伴い配水運用に支障が生じるおそれがある場合は、当企

業団と協議、調整を図り、その対策を検討すること。 
オ） 水圧試験は、試験方法、手順等を定めた水圧試験計画書を作成し、当企業団の確認を得たう

えで実施すること。水圧試験に必要となる水道水は、当企業団から無償で提供するが、受け入

れに伴い必要となる管路、設備等の資機材の準備や注水作業は事業者が行うこと。 
カ） 通水試験及び洗管は、通水試験及び洗管計画書を作成し、当企業団の確認を得たうえで実施

すること。 
キ） 管路施設の建設に際して、必要となる用地の造成、借地、進入路等の工事及び原形復旧等は、

事業者が実施すること。 
ク） 公害・事故防止、地震などに配慮した安全設計を行うこと。 
ケ） 事業者は、工事着手前に関係機関と連絡調整を図らなければならない。 
コ） 工事は、「水道工事仕様書（長幌上水道企業団）」、「給水装置工事設計施工指針（長幌上水道

企業団）」等に準じて行うこと。 
サ） 工事に使用する材料は、日本水道協会規格、日本工業規格等に適合したものを用いること。 
シ） 工事で使用する材料において、日本水道協会規格と同等以上の品質を有する材料を使用する

場合は、材料の試験成績書等及び製造工場の認定証明書を提出すること。ただし、当企業団の

確認を得たうえで使用すること。 
 

２） 事前調査 
ア） 事業者は、本工事を進めるうえで、測量調査、地質調査及び地下埋設物調査等の事前調査を

必ず実施すること。 
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イ） 事業者において、各種調査を実施する際には、「３.１関係法令及び基準・仕様等」に示す関

係法令、仕様書、基準等に準拠して実施すること。 

ウ） 資料収集を通じて得た個人情報は、「当企業団個人情報保護条例」による適切な管理・処理

を行うこと。 

 

３） 配水管布設工 
ア） 埋設管の管種は、「水道施設耐震工法指針・解説」による埋設管に求められる耐震性能を満

足すダクタイル鋳鉄管（GX 形）または水道配水用ポリエチレン管とすること。 
イ） 管厚は管圧計算により適切に設定し、ダクタイル鋳鉄管の内面塗装はエポキシ樹脂粉体塗装

とする。 

ウ） 埋設管の設計にあたっては、「３.１ 関係法令及び基準・仕様等」に示す関係法令、仕様書、

基準等に準拠すること。 

エ） 埋設管の土被りは、動水勾配を考慮のうえ原則 1.2ｍ以上を確保すること。 

オ） 埋設管には、埋設シートを管頂 0.6m に設置し、ダクタイル鋳鉄管の場合にはポリエチレン

スリーブ全巻きし、管埋設表示テープ及び水道名称板等を埋設時に設置すること。 

カ） 不平均力等に耐える必要な管防護（コンクリート防護、ライナー等）を施すこと。 

キ） バルブは不断水分岐部を除き耐震形を採用し、バルブの設置は住居の出入り、車両の通行等

に支障のないよう十分配慮すること。なお、バルブには、維持管理を考慮して、弁きょう又は

弁室を設けること。 

ク） 空気弁は、地下埋設物等を下越しする箇所等、空気溜りが生じる箇所に設けるとともに、充

水作業を考慮して配置を計画すること。 

ケ） 埋設管（推進工、水管橋箇所を含む）には、充水作業、管洗浄作業、非常時における排水作

業等を目的として、適切な位置に管路から分岐する排水管を設けること。排水管の口径は、本

管の口径、排水に要する時間、排水先の状況等を考慮して設定すること。 

コ） 既設配水管との接続には、断水を生じさせない方法を用いること。 

ケ） 管路施設の占用位置は、原則、公道下とすること。 

サ） 工事で発生する建設発生土は、掘削後、発生土の利用が可能か目視または土質試験により確

認し、埋戻しの適否を当企業団と協議するものとする。 

シ） 地下埋設物については、事業者が現地調査を行ったうえで設計を行い、極力、移設が発生し

ないよう設計すること。現場状況並びに経済的な施工等を勘案した結果、やむを得ず移設が生

じる場合については、当企業団と調整のうえで、関係機関と協議し、設計に反映すること。 

ス） 事業者は、詳細設計図書について当企業団の承諾を得た後、本管路施設の施工を行うこと。 

セ） 本管路施設の機能、能力は、全て事業者の責任により確保すること。 

ソ） 事業者は、建設工事中、その責任において安全に配慮し、危険防止対策を行うとともに、作

業従事者への安全教育を実施し、労働災害の発生が無いように努めること。 

タ） 管路を施工する際の仮設工については以下のとおりとする。 

（１） 仮設計画については、「３.１ 関係法令及び基準・仕様等」に示す関係法令、仕様書、基

準等に準拠すること。 
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（２） 土留壁設置による掘削部周辺施設、河川の影響について配慮し、影響を与えない計画とす

ること。また、必要に応じて変位の計測等の措置を講ずること。 

 
４） 水路横断工 
ア） 河川工作物設置許可基準に準拠すること。 

イ） 平面形状は直線として、設置の方向は洪水時の流心方向に対して直角を基本とすること。 

ウ） 二重管構造とすること。 

エ） その他管理者の指示に従うこと。 
 

５） 道路横断工 
ア） 道路構造令に準拠すること。 

イ） 平面形状は直線として、設置の方向は道路に対して直角を基本とすること。 

ウ） 国道及び道道は推進工を基本とすること 

エ） その他道路管理者の指示に従うこと。 
 

６） 推進工 
ア） 推進工法で布設した鞘管内に内挿工にて設置すること。 

イ） 配水管と鞘管の間隙には充填材を充填すること。充填材の種類は、配水管材料特性、施工性、

長期安定性、経済性等を考慮して決定すること。 

ウ） 立坑内配管には、不平均力に抵抗するための防護を設けるとともに、埋設部配管との取り合

いには、必要に応じて沈下対策を講じること。 

エ） 立坑は、周辺施設、民地への影響について配慮し、影響を与えない配置、構造等を計画する

こと。また、必要に応じて（近接の度合いを考慮）変位の計測等の措置を講ずること。 

オ） 土留壁を残置する場合は、関係機関と協議を行ったうえで許可を得ること。 

カ） 地下水、地盤状況等を考慮して、必要に応じて補助工法を用いること。 

 
７） 撤去工 
ア） 配水管の埋設に際して、必要となる既設配水管・給水管の撤去を行うこと。 

イ） 仮設配管が必要な場合には、施工性、経済性等を考慮した仮設配管材を選定し、仮設配管と

既設配水管との接続には、断水を生じさせない方法を用いること。 

ウ） 既設管の埋設条件等により撤去が困難な場合には、道路管理者等との協議により充填材によ

り充填すること。充填材の種類は、施工性、長期安定性、経済性等を考慮して決定すること。 

エ） 撤去した既設管は、関係法令に基づき適切に処分すること。 

 
８） 給水工 

   給水管の施工に際しては、給水装置工事設計施工指針に準拠すること。 
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第５章 当企業団による事業実施状況の監理 

 
１） 監理の目的 

当企業団は、事業者による設計・施工が要求水準書等に定める要件及び提案書類に示した内容

を満たしていることを確認するために、本事業の監理を行う。 

 

２） 監理の時期 
本事業の監理は、設計時、工事施工時、工事完成時の各段階において実施する。 

また、設計・施工の進捗状況について、当企業団に定期的に報告し、確認を受けなければならな

い。 

なお、当企業団は必要に応じて、事業者に対して進捗状況についての報告を求めることができ

る。 

 

３） 監理の方法 
監理方法については、当企業団が定めた方法に従って監理を行い、当企業団は事業者が提出す

る資料に基づき評価を行う。 

 

４） 監理の結果 
当企業団の監理により、設計・施工の実施状況が業務委託契約書、工事請負契約書及び要求水

準書等で定められた要件を満たしていないと判断される場合には、当企業団は事業者に改善を命

令し、事業者は自らの負担により必要な措置を講じなければならない。 

 

５） 監理の実施者 
当企業団は監理の実施を第三者（監理業務受託者）に委託することができる。 

 

 


